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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第２四半期連結
累計期間

第25期
第２四半期連結
会計期間

第24期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
９月30日

売上高（千円） 1,194,054 578,561 3,183,551

経常損失（千円） 123,181 78,853 389,729

四半期（当期）純損失（千円） 152,636 71,094 615,610

純資産額（千円） － 601,131 746,562

総資産額（千円） － 1,159,323 1,307,547

１株当たり純資産額（円） － 2,705.82 3,590.13

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
885.48 412.43 3,571.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 40.2 47.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△11,029 － △357,051

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△39,758 － △21,083

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,790 － △94,708

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 237,009 293,587

従業員数（人） － 166 175

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２. １株当たり四半期（当期）純損失金額は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。　

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関連会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 166 (17)

　（注）  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

(2）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 10 　　（－）　

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

応用技術型事業グループ（千円） 344,279

知識融合型事業グループ（千円）　 －

未来開発型事業グループ（千円） －

合計（千円） 344,279

　（注）１．金額は製造原価によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）商品仕入実績

   当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

応用技術型事業グループ（千円）　 23,489

知識融合型事業グループ（千円）　 62,750

未来開発型事業グループ（千円）　 －

合計（千円） 86,240

  （注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループでは、概ね受注から出荷まで期間が短く受注管理を行う必要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。

(4）販売実績

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

応用技術型事業グループ（千円） 491,129

知識融合型事業グループ（千円） 87,431

未来開発型事業グループ（千円） －

合計（千円） 578,561

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価格によっております。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国発の金融不安を背景とした世界的な景気減速の影響を受

け、国内企業の収益悪化のみならず個人消費も停滞に向かっており、景気の先行き不透明感が強まりました。

　このような環境下、当社グループにおきましては、応用技術型事業グループにおけるイーディーコントライブ株式

会社につきましては、情報漏洩対策や個人情報保護法への対応などから、市場の拡大を期待し、情報セキュリティ商

材の販売に力を注いできました。しかしながら、設備投資の凍結、商材の買い控えといった外的要因に少なからず影

響を受けました。

  株式会社コンピュータマインドにつきましては、主力の受託開発事業は堅調に推移しておりますが、急激な景気後

退の影響も徐々に表れており、予想を下回る結果となりました。

　知識融合型事業グループにおきましては、前期より事業の抜本的なリストラクチャリングに取り組み、利益化を図

る体制の構築に努めてきましたが、受注案件規模の縮小、取引先の経費削減などにより、目標を上回ることができま

せんでした。

　未来開発型グループにおけるFUJIパワーテック株式会社につきましては、高効率モーターの実用化のための研究開
発を引き続き行い、試作、データテストなどを積極的に行いました。

  この結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は578百万円（前年同期比29.9％減）、経常損
失は78百万円（前年同期経常損失125百万円）、四半期純損失は71百万円（前年同期純損失233百万円）となりまし
た。

　なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

[応用技術型事業グループ] 
　第２四半期連結会計期間におけるイーディーコントライブ株式会社につきましては、主力のUSBメモリのSDシリー
ズの販売に力を入れ、市場のニーズに手ごたえを見い出してきたかに思われましたが、景気の急速な冷え込みを背景

に、各企業が設備投資計画を減少したことに少なからず影響を受け、また顧客予算の延期などによる案件の先送りも

あり、目標数字を下回る結果となりました。アウトソーシングサービスに関しては、パッケージソフト業界の縮小と

いう背景はあるものの、新規ユーザー開拓を積極的に行なっており、業績は堅調に推移いたしました。

  また、制御系受託開発の株式会社コンピュータマインドにおきましては、主力の受託開発事業において将来への不

透明感から各メーカーが設備投資を控えた影響を受けたものの、売上高は前年同期と同水準の推移となり目標をほ

ぼ達成する事ができました。

　以上の結果、売上高は、491百万円（前年同期比23.1％減）となり営業損失は１百万円（前年同期営業損失56百万
円）となりました。

 [知識融合型事業グループ]
　知識融合型事業グループにおきましては、前期よりリストラクチャリング及び体制の再構築に取り組んでおり、第

２四半期連結会計期間においても、音楽関連事業をコンテンツ制作事業と位置づけ、従来のサービスに加えコンテン

ツを中心としたコミュニティサイトの形成による新たなマーケットを創出しております。しかしながら、年明け以降

につきましては、個人消費の冷え込み等にあおりを受け受注案件規模の縮小による売上が伸び悩むなか、新たな受注

施策、原価圧縮、経費削減に取り組んだものの、十分な利益確保にはつながりませんでした。　

　また、イベント制作事業につきましては前期において営業体制を強化し、第２四半期連結会計期間において本格的

な収益確保に至るかに思われましたが、各取引先のイベント予算の大幅な削減等により売上の減少をさけることは

できませんでした。

　以上の結果、売上高は、87百万円（前年同期比53.2％減）となり営業損失は４百万円（前年同期営業損失59百万円）
となりました。

[未来開発型事業グループ]
  FUJIパワーテック株式会社におきましては、引き続き、高効率モーターの実用化のための研究開発を行い、モー
ター試作や、データテストなどを積極的に行いました。その結果６百万円の費用が発生しました。

(2)財政状態の分析

  当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,159百万円となり、前連結会計年度末に比べて148百万円減少いた
しました。流動資産合計は858百万円となり、146百万円減少いたしました。これは主に、現金及び預金の減少、受取手
形及び売掛金の減少、たな卸資産の減少等によるものであります。固定資産合計は300百万円となり、１百万円減少い
たしました。

　また、負債合計は558百万円となり、前連結会計年度末に比べて２百万円減少いたしました。流動負債合計は497百万
円となり、６百万円増加いたしました。これは主に、未払法人税の増加、賞与引当金の増加等によるものであります。

固定負債合計は60百万円となり、９百万円減少いたしました。これは主に、長期借入金の減少によるものであります。
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　純資産につきましては、601百万円となり、前連結会計年度末に比べて145百万円減少しております。これは主に、四
半期純損失を計上したことによる利益剰余金の減少152百万円によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、たな卸資産の減少額17百
万円、賞与引当金の増加額29百万円、定期預金の払戻による収入20百万円等の増加要因がありましたが、税金等調整
前四半期純損失76百万円、固定資産の取得によるによる支出８百万円、長期借入金の返済による支出３百万円等によ
り、第１四半期連結会計期間末に比べ37百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には237百万円となりました。
  各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間における営業活動で使用した資金は46百万円（前年同期比6.8％減）となりました。こ
れは主に、税金等調整前四半期純損失76百万円、たな卸資産の減少額17百万円、賞与引当金の増加額29百万円、未収入
金の増加額12百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間における投資活動で得た資金は12百万円（前年使用した資金 10百万円)となりました。
これは主に、定期預金の解約による収入20百万円、固定資産の取得による支出８百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間における財務活動で使用した資金は３百万円（前年同期比242.6％増）となりました。
これは、長期借入金の返済による支出３百万円によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対応すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 680,000

計 680,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

(注１)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 172,380 172,380
東京証券取引所

　　マザーズ市場
(注)２

計 172,380 172,380 － －

　（注）１. 提出日現在発行数には、平成21年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

　　発行された株式数は含まれておりません。

　２. 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりませ

　　　ん。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権

（平成12年６月26日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個）  －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　(注１)

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２)
取締役１名 　　 (注４)　

取締役５名 　　 (注５)

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３)
取締役１名 30,252(注４)

取締役５名 30,076(注５)

新株予約権の行使期間 (注６)
平成12年６月26日から

平成22年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

取締役１名　　30,252

取締役５名　　30,076

資本組入額

取締役１名　　15,126

取締役５名　　15,038

新株予約権の行使の条件

被付与者が死亡した場合には相続人が新株引受権を行

使可能。

その他の条件は、当社と被付与者との間で締結した契約

に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 第三者へ譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．「１ (1) ②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

２．新株引受権の目的となる株式の数

権利付与日以降、当社が株式分割等により当社と付与対象者との間で締結された新株引受権付与契約に定める

発行価額を下回る価額で新株を発行する場合、次の算式により調整することといたします。

調整後株式数 ＝
調整前株式数 × 調整前発行価額

調整後発行価額

３．新株引受権の行使時の払込金額

権利付与日以降、当社が株式分割等により当社と付与対象者との間で締結された新株引受権付与契約に定める

発行価額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により調整（１円未満の端数切上げ）することとい

たします。

調整後

払込金額
＝

既発行株式数 × 調整前発行価額 ＋ 新規発行株式数 × １株当り払込価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

４．平成12年６月26日開催の定時株主総会特別決議に基づき授権された新株引受権の目的となる株式の数3,200株

のうち、2,060株は平成12年８月19日の取締役会決議に基づき１株につき発行価格300,000円、資本組入額150,000

円にて付与されたものであります。

なお、平成14年１月10日付実施の株式無償分割、平成14年３月28日を払込期日とする第三者割当増資、平成15年

４月30日を払込期日とする有償一般公募増資、平成15年５月27日を払込期日とする第三者割当増資及び平成15

年11月20日付実施の株式無償分割の結果、発行価格は30,252円、新株引受権の目的となる株式の数は20,426株に

調整されております。

平成21年５月15日現在、付与株式総数2,060株のうち1,664.86株行使されており、調整後の新株引受権の目的とな

る株式の数は3,918株となっております。
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５．なお、平成12年６月26日開催の定時株主総会特別決議に基づき授権された新株引受権の目的となる株式の数

3,200株のうち、1,140株は平成12年11月２日の取締役会決議に基づき１株につき発行価格298,000円、資本組入額

149,000円にて付与されたものであります。

また、平成14年１月10日付実施の株式無償分割、平成14年３月28日を払込期日とする第三者割当増資、平成15年

４月30日を払込期日とする有償一般公募増資、平成15年５月27日を払込期日とする第三者割当増資及び平成15

年11月20日付実施の株式無償分割の結果、発行価格は30,076円、新株引受権の目的となる株式の数は10,686株に

調整されております。

平成21年５月15日現在、付与株式総数1,140株のうち60株失効及び100株行使されており、調整後の新株引受権の

目的となる株式の数は9,698株となっております。

６．権利行使期間につきましては、上記株主総会決議に基づき平成12年６月26日から平成22年６月25日までとして

おりますが、取締役１名については平成12年８月19日開催の取締役会決議に基づき、権利行使が可能な期間は

平成12年９月１日から平成22年６月25日までとして平成12年８月31日に新株引受権を付与しております。同様

に、取締役８名については、平成12年11月２日開催の取締役会決議に基づき、権利行使が可能な期間は平成12年

11月７日から平成22年６月25日までとして平成12年11月６日に新株引受権を付与しております。

②　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成14年６月７日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 280

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　(注１)

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２) 560

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３) 14,467

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日から

平成24年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　14,467

資本組入額　　　 7,234

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた対象者のうち当社の取締役

は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要する。

なお、新株予約権の割当を受けた対象者のうち外部アド

バイザーは、当社と対象者の間で締結した「新株予約権

付与契約」に定める条件による。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．「１ (1) ②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

２．新株予約権の目的となる株式の数

平成21年５月15日現在、付与株式総数400株のうち80株失効（付与対象者４名権利放棄により資格喪失）及び

40株行使しております。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を

調整します。

　 調整後株式数　＝　調整前株式数×分割（または併合）の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により目的となる株式の数を調整します。

調整後株式数 ＝
調整前株式数 × 調整前払込価額

調整後払込価額

ただし、かかる調整は当該新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。

３．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は次の算式により払込金額を調整し、調整により生じ
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る１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額 ×
１

 分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当り払込価額

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数　＋　分割・新規発行株式数

③　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成15年６月27日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 420

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　(注１)

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２) 840

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３) 43,450

新株予約権の行使期間
平成15年８月１日から

平成25年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　43,450

資本組入額　　　21,725

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた対象者のうち当社の取締役

は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要する。

なお、新株予約権の割当を受けた対象者のうち当社取締

役会が承認する当社の外部アドバイザー及び事業協力

者は、当社と対象者の間で締結する「新株予約権割当契

約」に定める条件による。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．「１ (1) ②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

２．新株引受権の目的となる株式の数

平成21年５月15日現在、付与株式総数650株のうち140株失効（付与対象者４名権利放棄により資格喪失）及び

90株行使しております。

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

します。

　 調整後株式数　＝　調整前株式数×分割（または併合）の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により目的となる株式の数を調整します。

調整後株式数 ＝
調整前株式数 × 調整前払込価額

調整後払込価額

ただし、かかる調整は当該新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。
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３．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所における当

社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。

ただし、その金額が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る

場合は、新株予約権発行日の終値とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額 ×
１

 分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当り払込価額

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数　＋　分割・新規発行株式数

④　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

（平成16年６月25日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 160

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　(注１)

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２) 160

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３) 39,950

新株予約権の行使期間
平成16年８月１日から

平成26年５月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　39,950

資本組入額　　　19,975

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた対象者のうち当社の取締役

は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業

員の地位にあることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１．「１ (1) ②発行済株式」の「内容」欄に記載のとおりであります。

２．新株引受権の目的となる株式の数

平成21年５月15日現在、付与株式総数500株のうち340株失効（付与対象者１名権利放棄により資格喪失）され

ております。

新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整

します。

　 調整後株式数　＝　調整前株式数×分割（または併合）の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により目的となる株式の数を調整します。

調整後株式数 ＝
調整前株式数 × 調整前払込価額

調整後払込価額

ただし、かかる調整は当該新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。

EDINET提出書類

株式会社ＹＡＭＡＴＯ(E02468)

四半期報告書

12/30



３．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における東京証券取引所における当

社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとします。

ただし、その金額が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る

場合は、新株予約権発行日の終値とします。

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝ 調整前払込金額 ×
１

 分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当り払込価額

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数　＋　分割・新規発行株式数

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日
－ 172,380 － 1,388,174 － 319,131

（５）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

川合　アユム 大阪府箕面市　 28,734 16.66

有限会社桜矢　 大阪府箕面市箕面３丁目２－５５　 20,000 11.60

堀尾　隆　 京都市中京区　 2,534 1.47

野村證券株式会社　 東京都中央区日本橋１丁目９－１　 2,400 1.39

神垣　伊作　 大阪市港区 2,318 1.34

谷間　真　 兵庫県芦屋市 2,068 1.19

出口　鯉太郎　 京都府亀岡市 1,978 1.14

関口　清司　 京都府亀岡市　 1,824 1.05

有限会社ユシマセイカ　 兵庫県豊岡市城崎町湯島６２０－１　 1,609 0.93

川嶋　真理　 東京都渋谷区 1,538 0.89

計 － 65,003 37.71
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 　　　  3 －

「１ (1) ②発行済株

式」の「内容」欄に記

載のとおりであります。

完全議決権株式（その他）(注) 普通株式 　172,377 172,377 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 172,380 － －

総株主の議決権 － 172,377 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。

 また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社YAMATO

大阪市淀川区宮原２

－14－14
3 － 3 0.0

計 － 3 － 3 0.0

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年

10月 11月 12月 平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 3,930 3,010 2,750 2,535 2,170 2,690

最低（円） 2,600 2,500 1,260 1,500 1,800 1,750

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人五大による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 282,125 356,096

受取手形及び売掛金 492,817 546,023

商品及び製品 41,522 57,239

仕掛品 199 2,334

原材料及び貯蔵品 2,770 4,007

未収入金 393 13,767

繰延税金資産 23,419 13,576

その他 23,881 21,246

貸倒引当金 △8,761 △9,565

流動資産合計 858,366 1,004,725

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 107,210 107,101

減価償却累計額 △63,762 △61,894

建物及び構築物（純額） 43,447 45,206

機械装置及び運搬具 14,622 14,622

減価償却累計額 △14,584 △14,579

機械装置及び運搬具（純額） 37 42

その他 57,731 58,322

減価償却累計額 △49,130 △47,898

その他（純額） 8,601 10,423

有形固定資産合計 52,087 55,673

無形固定資産

ソフトウエア 33,768 27,393

のれん 34,538 41,845

その他 35,113 34,913

無形固定資産合計 103,420 104,152

投資その他の資産

投資有価証券 24,454 26,256

破産更生債権等 100,439 101,952

長期未収入金 106,074 121,157

その他 129,830 105,530

貸倒引当金 △215,626 △212,509

投資その他の資産合計 145,172 142,387

固定資産合計 300,680 302,213

繰延資産

株式交付費 276 608

繰延資産合計 276 608
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産合計 1,159,323 1,307,547

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 294,856 301,243

1年内返済予定の長期借入金 11,580 12,780

未払金 73,236 79,909

未払法人税等 26,214 7,104

賞与引当金 45,939 28,811

その他 46,106 61,750

流動負債合計 497,933 491,598

固定負債

長期借入金 14,220 23,710

退職給付引当金 18,960 15,690

その他 27,078 29,985

固定負債合計 60,258 69,385

負債合計 558,192 560,984

純資産の部

株主資本

資本金 1,388,174 1,388,174

資本剰余金 319,131 319,131

利益剰余金 △1,240,527 △1,087,891

自己株式 △108 △108

株主資本合計 466,669 619,305

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △249 △449

評価・換算差額等合計 △249 △449

少数株主持分 134,711 127,706

純資産合計 601,131 746,562

負債純資産合計 1,159,323 1,307,547
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,194,054

売上原価 860,143

売上総利益 333,911

販売費及び一般管理費 ※
 459,758

営業損失（△） △125,847

営業外収益

受取利息 213

受取配当金 220

保険解約返戻金 3,853

雑収入 4,214

営業外収益合計 8,500

営業外費用

支払利息 362

手形売却損 249

雑損失 994

持分法による投資損失 4,227

営業外費用合計 5,835

経常損失（△） △123,181

特別利益

子会社株式売却益 399

貸倒引当金戻入額 1,656

特別利益合計 2,056

特別損失

減損損失 983

投資有価証券評価損 2,002

ソフトウエア除却損 2,039

子会社株式売却損 2,513

貸倒引当金繰入額 4,635

特別損失合計 12,174

税金等調整前四半期純損失（△） △133,299

法人税、住民税及び事業税 23,502

法人税等調整額 △11,170

法人税等合計 12,331

少数株主利益 7,004

四半期純損失（△） △152,636
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 578,561

売上原価 432,694

売上総利益 145,866

販売費及び一般管理費 ※
 223,556

営業損失（△） △77,689

営業外収益

受取利息 105

受取配当金 220

保険解約返戻金 785

雑収入 1,359

営業外収益合計 2,470

営業外費用

支払利息 163

手形売却損 17

雑損失 275

持分法による投資損失 3,177

営業外費用合計 3,634

経常損失（△） △78,853

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,334

その他 786

特別利益合計 4,120

特別損失

ソフトウエア除却損 2,039

特別損失合計 2,039

税金等調整前四半期純損失（△） △76,772

法人税、住民税及び事業税 14,233

法人税等調整額 △16,273

法人税等合計 △2,040

少数株主利益 △3,637

四半期純損失（△） △71,094
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △133,299

減価償却費 17,554

減損損失 983

のれん償却額 6,907

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,587

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,128

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,270

受取利息及び受取配当金 △433

支払利息 362

投資有価証券評価損益（△は益） 2,002

子会社株式売却損益（△は益） 2,114

売上債権の増減額（△は増加） 41,375

たな卸資産の増減額（△は増加） 19,090

仕入債務の増減額（△は減少） 3,072

持分法による投資損益（△は益） 4,227

保険解約損益（△は益） △3,853

未収入金の増減額（△は増加） 24,910

無形固定資産除却損 2,039

その他 △18,439

小計 △6,399

利息及び配当金の受取額 425

利息の支払額 △356

法人税等の支払額 △4,698

営業活動によるキャッシュ・フロー △11,029

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △14,438

定期預金の払戻による収入 31,331

関係会社株式の取得による支出 △35,000

有形固定資産の取得による支出 △4,567

無形固定資産の取得による支出 △19,940

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△7,645

保険積立金の解約による収入 9,269

貸付金の回収による収入 1,253

その他 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,758

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △5,790

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,790

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,577
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

現金及び現金同等物の期首残高 293,587

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 237,009
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年１月１日

　　 至　平成21年３月31日） 

当社グループは、平成16年３月期以降、連続して営業損失
及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、
当第２四半期連結累計期間においても125,847千円の営業損
失及び営業キャッシュ・フローのマイナス11,029千円を計
上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する
重要な疑義が存在しております。
  当社グループは、当該状況を解消すべく、これまでの取り
組みや数値目標の見直しを行った事業計画を策定し実施し
ております。この計画を確実に実施することで安定した事
業基盤の整備に努め、早期に営業損益及び経常損益の黒字
化と営業キャッシュ・フローのプラス化を達成することを
最優先課題と捉えております。

Ⅰ．具体的施策　
１．応用技術型事業グループにおける収益性の改善　
　応用技術型事業は当社グループの中核事業であります
が、その一つであるイーディーコントライブ株式会社にお
いて前連結会計年度に経営体制の刷新を行いました。その
新体制のもとで以下の施策の遂行により事業の建て直しを
図り、収益の改善と早期の営業利益及び経常利益の黒字化
を目標としております。
①効率的な開発体制の構築
  これまで各事業部において独自に行っていた開発を横断
的かつ効率的に行うために、開発事業部を設置し、開発案件
を集約させることで、開発のスピードアップを図ってまい
ります。
②情報セキュリティ事業における積極的な新商品の販売
　これまでの主力商品である「SD-Container」シリーズの
バージョンアップ商品の他、運用支援ソフト等の新商品に
より他社商品との差別化を図り、企業・自治体・文教等へ
の展開を進めております。更に機能と利便性を強化した「
SD-Container」シリーズとして、トレンドマイクロ社の高セ
キュリティＵＳＢメモリ向けウイルス対策ソフトウェア「
Trend Micro USB Security TM for Biz」を搭載した「
SD-Container 5.0 V」及び「SD-Container Light V」や
Windows／Mac兼用機能を新たに搭載した「
SD-Container 5.0」のバージョンアップ版及び「
SD-Container 5.0 V」等のセキュリティＵＳＢメモリ４製品
を2009年４月から６月にかけて随時発売開始いたします。
　また、今後も企業コンプライアンスを考えるシステム管理
者、実際にビジネスの現場で利用するユーザー、両者のニー
ズを高次元で満たす製品を提供してまいります。

２．知識融合型事業グループにおけるリストラクチャリン
グの成果
前連結会計年度において実行した不採算部門のリスト
ラクチャリングにより、グループのスリムアップが図ら
れ、経営のスピードアップにつながりました。既存事業に
おいても事業体制の再構築を行っており、当第２四半期連
結累計期間における知識融合型事業グループの売上高は
206百万円（前年同期売上高421百万円）、営業損益におい
ては営業損失６百万円（前年同期営業損失104百万円）と
収益構造が大幅に改善いたしました。今期においては営業
損益の黒字化を計画しており、第３四半期以降においても
これまで以上のコスト削減も含め、収益性の向上に注力し
てまいります。

３．コスト削減及び原価圧縮　
前連結会計年度においては、事業の再構築に伴う事務所
の見直しによる縮小や人員配置の整備等、持株会社である
当社のコストカットを徹底して行い、コスト圧縮を実現し
ました。
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当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年１月１日

　　 至　平成21年３月31日） 

グループ全体では、当第２四半期連結累計期間の販売費
及び一般管理費において前年同期と比較して156百万円の
コスト削減という一定の成果を得ておりますが、今後も引
き続き必要最小限のコストで事業運営を行うために、固定
費の削減等による徹底した経費削減などを実施し、これま
で以上にコスト管理の厳格化を図り、収益体質への変革を
推進してまいります。
　応用技術型事業グループのイーディーコントライブ株式
会社におきましては、高付加価値商品であるセキュリティ
USBを積極的に販売することにより利益率が上昇してお
ります。更にグループ全体におきましても仕入先に対する
原価の見直し等を引き続き行い、収益性の確保に努めてま
いります。

４．組織体制の整備
当社グループは、持株会社である当社が中心となり、全
体最適化を図ることによって、組織の融合とインフラ部門
の統合により、事業基盤を整備しております。
　グループ全体の管理部門を統合し、業務フローの見直し
を行うことで、コスト削減、リスク管理、予実管理機能の強
化を図るとともに、適切な意思決定や業務遂行をサポート
する内部統制システムの構築に取り組んでまいります。
　また、経営資源の選択と集中を行い収益性の改善を図る
ため、会議体系の抜本的見直し等を行い、経営戦略と業務
執行を分離いたしました。これにより責任と指示系統が明
確になり、効率的な意思決定と互いに社内で牽制し合える
組織基盤の構築に取り組んでおります。
　更に、企業経営実績者が多数参画する当社の経営陣が持
つ豊富な人的ネットワーク力を活用し、会社の垣根を越え
たダイナミックな事業活動を展開してまいります。

Ⅱ．資金繰について
当社グループは、継続的に営業損失及び営業キャッシュ
・フローのマイナスを計上しており、当第２四半期末にお
ける現金及び現金同等物の残高は237百万円となっており
ます。
　これまでに述べた施策により資金繰りの悪化を防ぐ一方
で、安定した財務基盤を確立するための資本施策として、
平 成 2 1年５月 1 3日開催の取締役会において 、
GOLDEN CENTRE INDUSTRIES LIMITEDを割当先とした
53百万円の第三者割当増資を行うことを決議いたしまし
た。今後も事業提携を視野に入れた第三者割当増資を含め
た資本提携等の交渉を引き続き行い、自己資本の拡充を
図ってまいります。
　さらに事業会社である各子会社においては、独自に金融
機関からの融資による事業資金の調達を図っております。
　また、引き続きコストの削減を実行するとともに、未回収
金の早期回収に努め、営業活動に際し必要な資金を確保し
てまいります。
　今期においては、上記に述べた施策を継続して実行して
いくことにより、子会社である各事業会社において、営業
損益及び経常損益の黒字化と営業キャッシュ・フローの
プラス化を達成することを計画としております。また、当
社グループといたしましても、早期に営業損益及び経常損
益の黒字化と営業キャッシュ・フローのプラス化が達成
されることを目標といたしております。
　当社グループでは、継続企業の前提に関する重要な疑義
を解消できるものと判断しております。このため、四半期
連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、重要な
疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりませ
ん。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲変更

　イーエコワークス株式会社、ポノポノ株式

会社は第１四半期連結会計期間において全

株式を売却したため、連結の範囲から除外

しております。

（2）変更後の連結子会社

　　４社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

（1）持分法適用関連会社　

　①　持分法適用関連会社の変更

　第１四半期連結会計期間より、株式会

社クレオスは新たに株式を取得したた

め、持分法適用の範囲に含めておりま

す。

　②　変更後の持分法適用関連会社の数

　　１社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、総

平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）によっております。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１．偶発債務

　連結子会社株式会社コンピュータマインドは少数株主で

ある株式会社コミヤマ工業の銀行借入に対して本社建物

等(簿価39百万円)を担保提供(極度額900百万円)しておりま

したが、平成19年５月18日に、株式会社コミヤマ工業は甲

府地方裁判所に民事再生法の適用を申請し、財産の保全命

令を受けました。その後、平成20年３月５日に再生手続の

廃止が決定され、平成20年４月１日に破産手続が開始され

ました。現段階において当該事象が事業及び損益に与える

影響は不明であります。

１．偶発債務

同　左

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

　のとおりであります。

給料及び手当 149,788千円

役員報酬 75,585千円

支払手数料 31,101千円

貸倒引当金繰入 1,995千円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

　のとおりであります。

給料及び手当 74,233千円

役員報酬 37,492千円

接待交際費 14,755千円

貸倒引当金繰入 △1,349千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 282,125千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △45,115千円

現金及び現金同等物 237,009千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　172,380株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 ３株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
応用技術型
事業
（千円）

知識融合型
事業
（千円）

未来開発型
事業
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対す
る売上高

491,129 87,431 － － 578,561 － 578,561

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,274 2,851 － － 5,125 △5,125 －

計 493,404 90,283 － － 583,687 △5,125 578,561

営業利益又は営業損失
(△)

△1,874 △4,274 △6,509 △64,730 △77,389 △300 △77,689

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

 
応用技術型
事業
（千円）

知識融合型
事業
（千円）

未来開発型
事業
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対す
る売上高

987,688 206,365 － － 1,194,054 － 1,194,054

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

4,099 7,294 － － 11,393 △11,393 －

計 991,788 213,660 － － 1,205,448 △11,393 1,194,054

営業利益又は営業損失
(△)

23,722 △6,875 △8,860 △133,534 △125,547 △300 △125,847

　（注）１．事業区分は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して決定しております。

２．各区分に関する主な事業内容

応用技術型事業 コンピュータメディア不正コピー防止技術の導入・販売、ソフトハ

ウス向けアウトソーシングサービスの開発・提供

制御系ソフトの開発、金融系システムの開発

知識融合型事業 映像・音楽・その他コンテンツの企画・制作・販売

未来開発型事業 優良技術及び資産の発掘・投資

その他 グループ会社の事業活動の支援・管理
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）
　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）
　海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　 デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 2,705.82円 １株当たり純資産額 3,590.13円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 885.48円 １株当たり四半期純損失金額 412.43円

　　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額つい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額つい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（千円） 152,636 71,094

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 152,636 71,094

期中平均株式数（千株） 172,377 172,377
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１.第三者割当増資について

当社は、平成21年５月13日開催の取締役会において、下

記のとおり第三者割当による新株式発行に関する決議を

行いました。　　　　　　　

　①発行株式数　　普通株式　20,000株

　②募集方法 　　 第三者割当

　③発行価額 　　 １株につき　2,660円

　④払込金額　 　 53,200千円

　⑤資本組入額の総額　　 26,600千円

　⑥申込期間 　　 平成21年５月14日～平成21年６月１日

　⑦払込期日　 　 平成21年６月２日

　⑧増資後の資本金の額　 1,414,774千円

　⑨増資後発行済株式数　 192,380株

　⑩割当先及び株数　GOLDEN CENTRE INDUSTRIES

 LIMITED　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　20,000株(割当後出資比率10.4％)　　

　⑪資金の使途

　当社及び当社グル－プにおいて、最新のセキュリティ技

術の研究開発資金及び新規セキュリティ商材の商品化に

要する資金等を含めた事業を推進するための運転資金と

して充当する予定であります。

（リース取引関係）

　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第２四半期連結累計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められ

ないため、記載しておりません。　

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

株式会社ＹＡＭＡＴＯ

取締役会　御中

監　査　法　人   五   大

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙木　勇三 　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 角田　博昭　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＹＡＭＡＴ

Ｏの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＹＡＭＡＴＯ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

  追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記に記載されているとおり、会社は平成16年３月期

以降連続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成21年５月13日開催の取締役会において、第三者割

当増資による新株式発行に関する決議を行っている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社ＹＡＭＡＴＯ(E02468)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

